
地域の成長と資金循環
～ 持続可能な地域社会の実現へ ～

深尾　昌峰

経済財政諮問会議 
選択する未来委員会
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「地域の成長」を考える上で、地域の特性やポテンシャルを活かした持続可
能な地域社会を基軸に捉える事が必要。「地元力」や「地域力」によって、
「これまで」を越えていき、しなやかな地域社会を。 

・「ある」ものを活かす　 
　  →B級グルメ、グリーンツーリズムなど　→地域づくり、資金、人のチカラ、文化 

・高齢化社会を越えていく「人のチカラ」	

　　→「やっかいもの」から地域の資源に　　社会保障財源の議論	

・「帰業」をうながすトントンな事業モデル 
　　→ソーシャルな領域を中小企業が取り込み「成長」	

・課題解決に関わるソフトは今後、世界のモデルに　日本の新たな貢献　	

!

”課題先進国⽇日本”〜～成⻑⾧長や持続可能性を⾼高める契機に

住民の自治力を引き出し、豊かな未来の地域をつくる必要性
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信金中金統計資料から作成
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この部分を支える必要
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「公共の新たな担い手」と言われるNPO・ソーシャルビジネス 
　活動は活発・多岐にわたり社会にとって欠かせないものに

担い手／語り方の変化

・依然抱える活動基盤の弱さ（資金、人材、制度）	

・下請け的な行政との協働によるNPOの疲弊	

　→先駆性、自立性などの市民活動らしさが損なわれつつある	

・依然としてNPOへの寄付が広がらない現状

NPO・市民活動が抱える課題

現状

「制度」「仕組み」
回収 

されてしまう

・地域の「成長」の担い手	

・中小企業の「第二の創業」としてのソーシャルな領域	

・課題先進国のなかで「いきがい」から成果を中軸に評価、位置づける必要
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共助社会づくり懇談会資料（平成25年12月24日）

7



共助社会づくり懇談会資料（平成25年12月24日）
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共助社会づくり懇談会資料（平成25年12月24日）
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「地域課題の解決に向けて、市民が主体的に取り組む市民活動をはじめと
する取組みに対し、市民による寄付や投資に基づき資金を仲介する組織」 

・2009年3月京都地域創造基金の設立以降、全国で設立	

!
◯主な市民コミュニティ財団（設立／名称／対象エリア） 
　2010年4月　公益財団法人みらいファンド沖縄　　　　　　（沖縄県） 
　2011年6月　一般財団法人地域創造基金みやぎ　　　　　　（東北地域） 

　2012年5月　公益財団法人ちばのWA地域づくり基金　　　 （千葉県） 
　2012年9月　一般財団法人みんなでつくる財団おかやま　　（岡山県） 
　2012年9月　いばらき未来基金　　　　　　　　　　　　　（茨城県） 
　2012年10月	 公益財団法人わかやま地元力応援基金　　　　（和歌山県） 
　2013年4月　一般財団法人あいちコミュニティ財団　　　　（愛知県） 
　2013年6月　公益財団法人ひょうごコミュニティ財団　　　（兵庫県）　

市⺠民コミュニティ財団
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全国の市民による財団設立・設立準備状況
（公益財団法人京都地域創造基金調べ　2013年4月1日現在）

（公財）京都地域創造基金

（公財）みらいファンド沖縄

設立済のもの 設立準備中のもの 検討段階のもの
（設立目処が具体的にない／わからないもの）

いばらき未来基金
（認定NPO法人茨城NPOセンター・コモンズ内）

（公財）ちばのWA地域づくり基金

（一財）みんなでつくる財団おかやま

（一財）あいちコミュニティ財団

（一財）青い森地域創造基金

群馬NPO協議会

市民立市民営（もしくは市民営）で市民・企業からの寄付・資源を地域の市民公益的活動に多様な手法で届ける機能
を持っているもので、県域レベルを対象とするもの。（市町村レベルのものは網羅しておらず、現在も調査中）
＊市民出資をうけて事業を展開する市民ファンド（自然エネルギー系や被災地産業復興支援系等）は含めていない。

NPO法人北海道NPOファンド

認定NPO法人あきたスギッチファンド

にいがたNPO基金

ふくしま未来づくりコミュニティ財団（仮）

とちぎコミュニティ基金

NPO法人市民社会創造ファンド

認定NPO法人高木仁三郎市民科学基金

草の根市民基金・ぐらん
ソーシャル・ジャスティスファンド
（認定NPO法人まちぽっと）

（公財）信頼資本財団

認定NPO法人神奈川子ども未来ファンド
認定NPO法人市民ファンドゆめの芽
かわさきサポート基金

生活クラブ生協神奈川母体の市民ファンド

NPO法人信州NPO基金

ぎふハチドリ基金
（NPO法人ぎふNPOセンター内）

地域若者応援ファンド
（NPO法人G-net内）

こまつNPOセンター
元気ふくい応援志金

未来ファンドおうみ
（公財）淡海文化振興財団内）

まちづくりネット東近江
（寄付仲介機能のみ）
近江八幡市民活動ファンド

ふくのくにNPO活動基金
→市民ファンド化

（一財）地域創造基金みやぎ

みんみんファンド
（NPO法人せんだい・みやぎNPOセンター内）

（一財）ささえあいのまち創造基金
NPO法人みえきた市民活動センター
NPO法人なばりNPOセンター

（公財）大阪コミュニティ財団

NPO法人大和まほろば
NPOセンター

ひょうごコミュニティ財団
NPO法人しみん基金・KOBE

認定NPO法人市民活動センター神戸
（寄付仲介機能のみ）

地域創造基金ひろしま

NPO法人市民未来共社

（一財）わかやま
地元力応援基金

（一財）おおいた共創基金
（めじろん共創応援基金）

NPO法人宮崎文化本舗
（寄付仲介機能のみ）

佐賀未来創造基金

（一社）ナガサキベイデザインセンター

（公財）ネイチャリング財団

マチトビラ
（寄付仲介機能のみ）

33 6 13

NPO法人Social Design Fund

NPO法人山形NPO創造支援ネットワーク

富士吉田市＋慶応義塾大学
による市民ファンド
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「日本には寄付文化がない」と言われるがそうではない 
　　全国の寄付　１兆円市場　(2009、2010）	


*参照：『寄付白書2010』日本ファンドレイジング協会編　2010.12


　　・５年前よりも「寄付額変わらない＋増えた」73.1％（2011年ベース）

　　・「遺産を寄付したい」40代以上で２割（未婚女性で５割）


*参照：『寄付白書2011』日本ファンドレイジング協会編　2012.1


　　・なぜ寄付をしないか？　　「頼まれないから」が１位


•米国は約23兆3000億円（2010）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　*参照：Center on Philanthropy at Indiana University, Giving USA(2011)


　

⽇日本の寄付市場

市⺠民コミュニティ財団のチャレンジ〜～アライアンスで乗り越える	  
◯カンパイチャリティーの取り組み 　 　◯⾮非営利利型株式会社の取り組み
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 飲食店様×お客様×京都地域創造基金 

「宴会」「飲み会」「パーティ」で社会貢献
“KANPAI”for smiles

カンパイチャリティキャンペーン

信頼ある	

京都のNPOの	


事業

事業指定寄付 

店舗が選択
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これまでに２回（＋α）開催
第１弾

2011年3月4日～4月17日	

４４店舗

2011年8月18日～9月30日	

５４店舗

震災復興チャレンジ第２弾

亀岡市では亀岡料飲連合
会と連携。	

カンパイチャリティと同
時に「かめおかfood de 

チャリティ」展開
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京都の１７のNPOの事業へ
例：	

［NPO法人京都DARC］薬物依存症者の家族心理ケア事業	

［NPO法人山科醍醐こどものひろば］	

　生活困窮・養育困難家庭へのトワイライトステイ事業	

［NPO法人京都子どもセンター］チャイルドライン京都	
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２回の実施を通して⾒見見えた価値
１　さりげなく寄付の機会をつくること 

!

２　地域経済とのアライアンス 

!

３　飲食店スタッフ１人ひとりがファンドレイザーに 

!

４　（店員とお客さん）ー（地域課題とNPO） 

!

５　全国へ広がる可能性 
　　　様々なメディアやイベントで紹介
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沖縄や千葉でも・・・

沖縄

千葉

京都 
第３弾
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第３弾スタート	  
ムードと認知度を高める

１　店舗数１００店舗（50万円）を目指す 
・新たな連携：ぐるなび／FMラジオ局αステーション	

・ボランティアの活躍	

・地元メディア、タウン誌	

!

２　多面的展開 
・おうちカンパイチャリティ：丹波ワイン：ワインセット	

　　　　　　　　　　　　　佐々木酒造：日本酒「がたろ」	

　　　　　　　　　　　　　鹿肉ソーセージ	

・カンパイイベント：ワインお披露目／一斉カンパイ！

一緒にお金を創る
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再生可能エネルギーの売電収益（利潤相当額）を市民コミュニティ財団を
通じ、地域課題の解決や地域活性化に使用するモデル 

　　

地域貢献型メガソーラー

　　設置場所	

　　　和歌山県印南町（町有地及び事業会社取得用地：約22000 平米）	

　　　　町有地（印南港埋立て地） 約1200 kW 
　　　　事業会社用地（旧和歌山県畜産試験場・和歌山県から取得）約600 kW 
　　　龍谷大学深草キャンパス　２号館屋上   約50 kW	


    	


　　　　出力容量       約1850 kW　　　　事業費総額　　7億円　　　稼働　2013年11月
社会的責任投資で３億５０００万円調達

利利潤相当額５億円（２０年年／想定）が地域社会へ

事業主体：株式会社PLUS SOCIAL
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スポンサー	  
↓	  

パートナー

発想の転換と手法の開発

課題の共有/資源の共有から始まる「民」の連携と動き

「NPO＋企業」の発想から脱してみよう
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必要なこと
◯コミュニティファンドの育成 

◯「コミュニティバンク」を促す政策の形成 

◯休眠預金の効果的な活用 

◯社会投資市場の形成　→アジアのハブに 

◯「地域公共人材」の育成 

!
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社会投資市場の形成を〜～ソーシャル・インパクト・ボンド
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社会投資市場の形成を〜～ソーシャル・インパクト・ボンド
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社会投資市場の形成を〜～ソーシャル・インパクト・ボンド

作成：伊藤　　健（慶應大学）
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社会投資市場の形成を！

日本版CRA（Community Reinvestment Act）の実施	

全ての金融機関に対し、一定のコミュニティ投資・ソーシャル投資を義務付け、毎年の実績について公表。 

 ※大前提として、対象となるコミュニティ投資・ソーシャル投資の枠組み（対象となる案件や領域）につ 

　　  いては、国がガイドラインを示す必要がある 

!

　一定水準に達しない金融機関に対しては、一定のペナルティや指導を行うなど国が積極関与を行う 

!

制度設計の際は、①金融機関による個別案件への投融資と、②コミュニティ投資・ソーシャル投資を行う他の
金融事業者への資金提供、③下に記す基金への資金提供の三者をカウントすることが可能となるよう配慮。
これにより、コミュニティ投資・ソーシャル投資を自ら行う主体を増やすと共に、業態や体制から対応が難し
い金融機関においても達成が可能となるよう工夫する。 

!!

!
!
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社会投資市場の形成を！
コミュニティ投資・ソーシャル投資推進主体を育成する基金の造成 
コミュニティ投資・ソーシャル投資を推進する上で必要な政策支援を行うことを目的として、政府設置の基金を造成 

原資は政府&金融機関からのCRAマネー。他にも財団や篤志家、個人からの投資も呼び込む。投資家からの資金提供
は投資減税の対象にするなどし、民間からの資金還流を刺激する 

造成された基金は、ガバナンスや情報公開、投融資実績など一定の基準を満たすコミュニティ&ソーシャル投融資推
進主体に対して利用。利用イメージは、利子補給制度やマッチング投融資、リスクマネーの提供、コミュニティ&

ソーシャル投融資推進主体の力量形成のためのテクニカルアシスタンスなど。 

 （※この場合の“コミュニティ&ソーシャル投融資推進主体とは、地域金融機関、市民コミュニティ財団、NPOバン	

　　　クやマイクロ投資プラットフォーム実施主体など多様な主体を含む。 

 　　法人格等の縛りは無くし、幅広い推進主体がトライできる環境を整備。実際の資金拠出の際は、支援メニュー	

　　　に応じて基金が独自に設けた選考基準をクリアした主体を対象とすることを想定。） 

基金から提供された資金については、経済効果・社会的便益の双方から成果を把握し国民に公開	

（積極的な“見える化”を実施）。 

基金の管理は国から独立した第三者が行い、毎年の利用実績を公表。 
!! !

!
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